










































































































































訳は，1年以上 2年未満： 1件（窃盗罪，住居侵入罪と同時送致），6月以上 1
年未満： 1件，3月以上 6月未満： 1件，3月未満： 1件である」としている。
（警察庁ストーカー行為等の規制等の在り方に関する有識者検討会「ストーカ
ー行為等の規制等の在り方に関する報告書」（2014年） 7頁）。
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司法システムから外れてしまっている。
　むしろ司法的処遇・施設内処遇・社会内処遇といった犯罪者の「処遇」
（treatment）による対応が一層必要となるのではないだろうか。特に，現
在の日本では，司法的処遇の段階における「治療的司法」（therapeutic 
justice）に基づく制度の導入の是非も論じられている。また刑事弁護の現
場でも，「治療的司法」の考え方を採り入れた弁護実務が展開・蓄積され
てきている。その中では，ストーカー規制法違反の被疑者・被告人に動機
づけを持たせて，医療機関・回復支援の NPO法人等と連携を図り，入
院・通院やカウンセリング受講に向かわせる弁護活動が行われている（9）。
こうした「治療的司法」の是非にかかわらず，とりわけ，刑を科す前段階
（警察段階，検察段階又は裁判段階）でストーカー自身に動機づけを持たせ
て，治療・ケアを通じて再犯を防止し更生を支援することこそが重要であ
る（10）。そのための仕組み作りにこそ注力すべきであろう。
四　むすび
　ストーカー行為の規制は，多くの場合，親密性を持つ私的な関係領域に
おける問題に深く関与しており，配偶者間暴力（DV）・児童虐待等の「フ
ァミリー・バイオレンス（家族間暴力）」の分野にも密接に関わる。今後も
DVなどの関連する犯罪現象と併せて総合的な対策を検討していく必要が
あると考えている。
（ 9）　指宿信監修／治療的司法研究会編『治療的司法の実践―更生を見据えた刑事
弁護のために―』（第一法規，2018年）237-274頁参照。
（10）　なお，警察段階では，2016年度から，「警察が加害者への対応方法やカウン
セリング・治療の必要性について地域精神科医等の助言を受け，加害者に受診
を勧めるなど，地域精神科医療機関等との連携を推進している」とされてい
る。（国家公安委員会＝警察庁・前掲注（ 4）90頁）。
